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問題と目的

　対立する人と人の仲を取り持つことは，人として大
切な行動である。しかし，誰もが他者の対立に介入し，
問題を解決できるわけではない。小学生の子どもに
とって，友人関係における対立の問題は，日常に大き
な影響を及ぼすと考えられる。子どもは，学校生活の
中で多くの時間を友人とともに過ごす。その中で生じ
る友人の対立問題に対して，子どもがどのように対応
するかは，自らのその後の友人関係や心的ストレスに
影響すると考えられる。
　このような対立の問題に関する研究は，これまでの
心理学研究の文脈において，主に対立当事者個人の内
的プロセスを研究の対象として実施されることが多
かった。例えば Selman & Yeates （1987） は，子どもの
対立場面について，他者との対立問題に対する解決方
略として自己変容と他者変容の 2 つの方略の存在を明
らかにし，それらは社会的視点取得能力の発達に応じ
た 4 つの段階があるという対人交渉方略モデル（Interper-

sonal Negotiation Strategy）を示した。これを踏まえて山岸
（1998）は，その対人交渉方略モデルに基づいて，わが
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　本研究の目的は，小学生高学年を対象とした友人同士の対立場面における介入行動意図尺度を作成し，
その信頼性と妥当性を検討することであった。小学 5, 6 年生の 202 名（男子児童 93 名，女子児童 109 名）を
対象に，介入行動意図，向社会的行動，向社会的目標，自己指向的反応，被影響性に関する尺度を含む
質問紙調査を実施した。探索的因子分析と確認的因子分析の結果，介入行動意図尺度は援助意図，傍観
意図，非介入意図，介入意図の 4 因子 21 項目から構成された。介入行動意図尺度は一定の α係数と再検
査信頼性係数を示し，十分な内的一貫性が認められた。また，同時に測定した外的基準との関連を示し
たことから，一定の信頼性と妥当性を有すると考えられた。尺度得点については，学年差が認められ，
援助意図は小学 5 年生の得点が小学 6 年生の得点よりも高く，傍観意図と非介入意図は小学 6 年生の得
点が小学 5 年生の得点よりも高いことが確認された。また傍観意図において性差が認められ，男子より
も女子の方が高いことが確認された。最後に本尺度の利用可能性について考察されるとともに，今後の
介入行動研究に関して議論された。
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国の子どもが他者との対立問題に対して，どのような
解決方略を選択するかについて検討した。その結果，
Selman & Yeates （1987） が示した 2 つの方略以外にも，
協調志向や権威志向など，わが国の子ども独自の方略
が存在することを明らかにしている。これらの研究か
ら，対立当事者の対立問題への対応には，問題に対す
る方略選択や解決方法についてのプランニングなどの
内的プロセスが存在することが明らかにされている。
また，それらは発達の影響を受けることや，他者との
関係性の影響を受けることも指摘されている。
　近年では，これまで検討されてきた対立当事者個人
の内的プロセスだけでなく，対立当事者による許しや
謝罪といった対立解消に向けた対人プロセスについて
の研究が進められている。例えば加藤・谷口（2009）は
修復的な対人プロセスとして許しに着目し，許しには
恨みと寛容の 2 面性があることを明らかにしている。
また中川・山崎（2004）は謝罪に着目し，年齢の上昇と
他者との親密性によって，謝罪の方法が変化すること
を明らかにしている。このような許しや謝罪は人の本
来的に持つ対人的機能であり（Rusbult et al., 2005），これ
ら修復的な対人プロセスによる対立解消が好ましいと
いうことは，様々な研究で指摘されている（Boehm, 

2012）。このように，対立当事者個人の内的プロセス，
および対立解消に向けた対立当事者同士の対人プロセ
スを明らかにする研究が進められている。
　さらに，対立場面における第三者の介入行動の重要
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性も指摘されている（池島, 2010）。わが国の学校現場に
おける子ども同士の対立問題では，子どもよりも教員
が対立解消に向けた対応を取る場合が多く，子どもは
学年の上昇に伴い介入行動を行わない傾向が見られる

（山崎・青木, 2013）。このように介入行動に対して子ども
が消極的な背景には，対立を許容しているのではなく，
介入に必要なスキルを学んでいないことによる不安感
の存在が指摘されている（中村・越川, 2014）。
　そこで学校現場では，教育的支援によって対立場面
における第三者の介入行動を促進する取り組みが検討
されつつある。例えばスキルトレーニングを受けた第
三者が仲裁的に介入し，当事者同士の修復的対話を促
すことで対立解消を目指す取り組みとして，修復的ア
プローチ（Restorative Approaches）が行われている（松山, 

2018）。イギリスやアメリカ，オーストラリアの学校現
場ではこの修復的アプローチに基づく実践が取り組ま
れており，スキルトレーニングを受けた教師が，子ど
も同士や保護者同士，または教師と保護者など学校環
境で起こる対立問題の解消のために修復的対話を行い，
当事者同士の対話をコーディネートする取り組みが行
われている（Sellman et al., 2013）。また，スキルトレーニ
ングを受けた子どもが，友人同士の対立解消のための
仲裁を行う，ピア・メディエーション（Peer Mediation）

も行われている（Johnson et al., 1992）。わが国において
も，ピア・メディエーションや社会性トレーニングを
通して，他者の対立問題に対する介入スキル習得を目
指す取り組みが展開されつつある（例えば，松山・池島, 

2014, 2015）。
　このように，介入行動などの対人プロセスを促進す
る教育実践の研究が進む一方で，実際の対立場面にお
ける第三者の介入行動の内的プロセスについては解明
されていない。また，教育的支援の効果の検討や教育
的支援によって子どもが対立問題に対してどのような
意図をもって介入しようとするかをアセスメントする
尺度も開発されていない。このような問題を解決し研
究を進めていく上で第 1 に解決すべき課題は，介入行
動の意図を測定する尺度の作成である。
　介入行動の意図を測定する尺度の作成に当たって，
行動への意思決定を扱った理論として計画的行動理論

（Theory of Planned Behavior; Ajzen, 1991）に着目する。計画
的行動理論では，行動が実行される直接的な要因とし
て「行動の意図」を想定する。行動の意図とは，ある
行動を実行しようという意思であり，それに基づく動
機である。そこで本研究は，子どもが実際に対立場面
に対して，どのような意図を持って行動を実行しよう

とするかを，探索的に明らかにすることを第 1 の目的
とする。作成する尺度では，本研究における介入行動
を「学習場面における討論などの意見の対立を除く，
他者同士の個人間で生じている暴力を伴わない対立問
題に対して，対立当事者ではない第三者の子どもが問
題解決を目指して介入する行動」と定義する。
　Cowie （2004） は対立問題における第三者の介入行動
の実現を目指す教育的支援は，9 歳以上に対して効果
的であると指摘する。さらに Piaget （1976） は認知発達
理論において，前操作期から具体的操作期への移行段
階である 8 歳前後に生じる脱中心化により，異なった
他者の立場や視点を理解でき，援助行動が生起しやす
いことを指摘している。よって本研究では，小学校高
学年の児童を対象として調査を実施することとした。
　ところで子どもの介入行動は，他者あるいは他の集
団を助けようとしたり，人々のためになることをしよ
うとしたりする自発的な行為である向社会的行動（pro-

social behavior）の一つと捉えることができる。よって介
入行動意図は向社会的行動と正の相関を有することが
予想される。加えて介入行動意図は，向社会的行動に
影響を及ぼすことが明らかとなっている向社会的目標

（中谷, 1996）とも正の相関を有すると予想される。また
向社会的行動は，共感性との関連が指摘されている

（Eisenberg & Miller, 1987）。鈴木・木野（2008）は共感性の
構成因子として他者指向的反応，自己指向的反応，被
影響性，想像性，視点取得を見出している。子どもの
介入行動は周囲他者の影響から抑制される傾向が指摘
されていることから（Chaux, 2005），介入行動意図は共
感性の構成因子である被影響性と自己指向的反応と負
の相関を有することが予想される。よって本研究では
これら相関が想定されるものとの収束的妥当性につい
ても検討する。
　尺度作成を行った後には，介入行動意図の学年差お
よび性差の量的差異について検討を行う。これが第 2
の目的である。介入行動意図の学年の量的差異に関し
て森田（2001）は，いじめ場面ではあるが，わが国の小
学生における仲裁者の出現率は，学年の上昇に伴って
減少することを明らかにしている。二宮（2010）は向社
会的行動の観点から，小学生に比べ，中学生は向社会
的行動を行わない傾向があることを示している。これ
らの要因として，わが国では介入行動の実現を目指す
教育的支援がまだ学校現場に普及していないことが指
摘されており（池島, 2010），こうした傾向に歯止めがか
かっていないことが考えられる。また Eisenberg （1979） 
は道徳的判断の発達の視点から，社会的に望ましい行
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動であるから行動を実行するという判断は，学年の上
昇に伴って減少し，多数の他者が行動しているから行
動を実行するという判断は学年の上昇に伴って増加す
ることを示している。これらより，小学生における介
入行動意図は学年の上昇に伴って減少することが考え
られる。
　また性差に関して，向社会的行動の研究では，一般
に女子は男子よりも向社会的行動を実行しやすいと指
摘されている（Eisenberg et al., 2007; 二宮, 2010; 吉村, 2003）。
しかし松山・池島（2015）は，男子より女子の方が他者
の対立場面への介入行動に対して傍観者の影響を受け
やすく，介入行動が実行しにくいことを明らかにして
おり，一貫した知見は得られていない。

方　　　法

予備調査
　被調査者　大阪府下の公立小学校の小学 5, 6 年生 60
名（男子児童 31 名，女子児童 29 名）であった。調査の実施
に当たっては学校長に対して研究の概要と質問内容の
説明を行い，調査と研究に対する同意を得た。
　調査の実施期間　予備調査の実施は 2018 年 5 月―6
月であった。
　調査方法　予備調査は，各クラス毎に学級担任によ
り授業時間を利用して集団形式で行われた。調査用紙
の回収の際は，回答後児童自身で封筒に入れさせた。
さらに学級担任にも封筒に入れて回収し，回収後封を
するように指示した。これらにより，回答内容が学級
担任及び級友に見られないように配慮した。
　調査内容　クラスメイトが対立しているという設定
の 3 つの場面をイラストで提示し，「あなたはこのよう
な場面を見たらどうしますか」について自由記述式で
行動とその理由の回答を求めた。なおフェイスシート
には学年，学級，さらに記述内容と実際の行動との関
連を著者が検討することを目的に氏名を記入する欄を
設けた。また倫理的配慮として調査は学校の成績とは
無関係であること，回答内容について学級担任から質
問されることはないこと，回答の拒否や中止は可能で
あること，加えて提示した場面では暴力を伴っていな
いことの説明を記載した。その結果，合計 180 の回答
が得られた。第一著者と心理学を専攻する大学院生 1
名が協議しながら，同じ意味の回答を集約した。その
結果 39 の回答が得られた。次に 39 の回答を第一著者
と大学院生のそれぞれが分類した。その結果，両者と
も，対立後に援助的に関わろうとする援助的態度，対
立に対して介入すべきと思いつつも介入に消極的な傍

観的態度，対立に対して否定的な非介入的態度，対立
中に介入しようとする介入的態度の 4 つのカテゴリを
抽出し，それぞれに回答を分類した。カテゴリへの分
類は 5 つの回答で違いがあったため，両者の協議を経
て適切なカテゴリへ分類した。質問項目は抽出された
カテゴリについての具体的な記述内容を参考にし，計
27 項目となった。また，口語表現や方言を用いた記述
については，質問紙としてわかりやすい文言に修正し
た。
本調査
　被調査者　大阪府下の公立小学校の小学 5, 6 年生の
児童 202 名（男子児童 93 名，女子児童 109 名）であった。な
お本調査の被調査者には，予備調査の被調査者は含ま
れていない。
　調査の実施期間　本調査の実施は 2018 年 9 月―10
月であった。再検査信頼性を検討するために対象者の
一部 57 名（男子児童 28 名，女子児童 29 名）に対して約 3
か月の期間をあけて介入行動意図尺度を実施した。
　調査方法　各クラス毎に学級担任により授業時間を
利用して集団形式で行われた。調査用紙の回収の際は，
回答後児童自身で封筒に入れさせた。さらに学級担任
にも封筒に入れて回収し，回収後封をするように指示
した。これらにより，回答内容が学級担任及び級友に
見られないように配慮した。
　調査内容
　①介入行動意図尺度原案：予備調査をもとに作成し
た 27 項目を実施した。教示としては「けんかをしてい
た人の話を聞いてあげます。」という問いに対し，“あ
てはまらない”から“あてはまる”の 4 件法で回答を
求めた。なおフェイスシートには学年，学級，さらに
今後縦断調査を実施することを目的に出席番号を記入
する欄を設けた。また，倫理的配慮として本調査は学
校の成績とは無関係であること，回答内容について学
級担任から質問されることはないこと，回答の拒否や
中止は可能であること，加えてけんかとは友だちと友
だちがもめている状況（暴力をふるっていないとき）であ
ることという用語の説明を記載し，学級担任により口
頭による説明も行った。
　②向社会的目標：中谷（1996）による社会的責任目標
尺度をもとに，下位尺度である向社会的目標に関する
項目（8 項目）を実施した。教示としては「がっかりし
ている人がいたら，なぐさめたり，はげましてあげよ
うと思います。」という問いに対し，“あてはまらない”
から“あてはまる”の 4 件法で回答を求めた。
　③被影響性・自己指向的反応：鈴木・木野（2008）に
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よる多次元共感性尺度をもとに，下位尺度である被影
響性（5 項目）と自己指向的反応（4 項目）を実施した。
教示としては「他人の失敗する姿を見ると，自分はそ
うはなりたくないと思う。」という問いに対し，“あて
はまらない”から“あてはまる”の 4 件法で回答を求
めた。
　④向社会的行動：横塚（1989）による中高生用の向社
会的行動尺度（20 項目）をもとに，項目表現を修正する
などして，小学生の友人関係に対する向社会的行動を
測定するのに妥当であると考えられる項目に修正して
実施した（7 項目）。修正した項目のα係数は .87 であっ
た。教示としては「友だちがケガのときや病気のとき
は保健室までつれていきます」という問いに対し，“あ
てはまらない”から“あてはまる”の 4 件法で回答を
求めた。

結　　　果

介入行動意図尺度の因子構造の確認
　介入行動意図尺度原案 27 項目に対して，探索的因子
分析（最尤法・プロマックス回転）を行った。複数の因子
に高い付加を示す項目や，因子負荷量が.35 以下の項
目を削除した。固有値の減衰状況は順に，6.51，3.00，
1.85，1.58 となった。第 1 因子は「けんかをして苦し
んでいる人にやさしく接したいと思います。」や「誰か
を呼んでけんかを止めに入りたいと思います。」などの
項目が高い負荷を示したことから「援助意図」と命名
した。第 2 因子には「けんかを止めに入らないほうが
いいです。」や「けんかを止めに入ることはやろうと
思ってもできません。」などが高い負荷を示したことか
ら，「傍観意図」と命名した。第 3 因子には「けんかを
やめるように言わない方がいいと思います。」や「けん
かを止めに入ろうという気持ちになりません。」などが
高い負荷を示したことから，「非介入意図」と命名し
た。第 4 因子には「けんかをしている人に自分一人で
けんかの理由を聞きます。」や「けんかをしていた人の
話を聞いてあげます。」などが高い負荷を示したことか
ら，「介入意図」と命名した。全項目の分散説明率（累

積因子寄与率）は 50.8％であった。
　次に，採用した援助意図 10 項目，傍観意図 4 項目，
非介入意図 4 項目，介入意図 3 項目を用いて，最尤法
による確認的因子分析を行った。その結果，いずれの
適合度指標においても，許容できる範囲内の値が得 
られた（χ2＝468.401, df＝185, p＜.001, GFI＝.826, AGFI＝.783, 

CFI＝.791, RMSEA＝.087, AIC＝560.401）。また，各学年で
同様の因子構造を有しているかどうかを確認するため，

配置不変モデルならびに測定不変モデルを用いて，多
母集団同時分析を実施した。その結果，配置不変モデル

（χ2＝838.015, df＝370, p＜.001, GFI＝.748, AGFI＝.685, CFI＝ 

.683, RMSEA＝.080, AIC＝1022.015）ならびに測定不変モデ
ル（χ2＝877.076, df＝387, p＜.001, GFI＝.739, AGFI＝.688, 

CFI＝.668, RMSEA＝.080, AIC＝1027.076）の適合度指標に
おいて，使用に耐えうる範囲内の値が得られ，各学年
とも同様の因子構造であること，尺度得点において学
年差の比較が可能であることが確認された。
　続いて，男子と女子で同様の因子構造を有している
かどうかを確認するため，配置不変モデルならびに測
定不変モデルを用いて，多母集団同時分析を実施した。
その結果，配置不変モデル（χ2＝732.083, df＝370, p＜.001, 

GFI＝.756, AGFI＝.696 CFI＝.750, RMSEA＝.070, AIC＝

916.083）ならびに測定不変モデル（χ2＝754.693, df＝387,  

p＜.001, GFI＝.749, AGFI＝.701, CFI＝.746, RMSEA＝.069, 

AIC＝904.693）の適合度指標において，使用に耐えうる
範囲内の値が得られ，男女とも同様の因子構造である
こと，尺度得点において性差の比較が可能であること
が確認された。探索的因子分析および確認的因子分析
の結果を Table 1 に示す。
介入行動意図尺度の信頼性の検討
　尺度の内的一貫性の検討をするために Cronbach の
α 係数を算出した。その結果，援助意図が .85，傍観
意図が .72，非介入意図が .67，介入意図が .63 で
あった。非介入意図と介入意図の α係数がやや低いも
のの，尺度全体は .70 であること，また併存的妥当性
の検討で用いた鈴木・木野（2008）の多次元共感性尺度
の α 係数が .60―.78 であること，さらに非介入意図
と介入意図の項目数の少なさを考慮すると，許容でき
る範囲内の信頼性に収まっていた。次に，再検査信頼
性を検討するために，各下位尺度について，3 か月の
間隔をあけた検査・再検査間の相関係数を算出した。
その結果，援助意図が（r＝.77, p＜.001），傍観意図が

（r＝.84, p＜.001），非介入意図が（r＝.82, p＜.001），介入
意図が（r＝.73, p＜.001）と，それぞれ強い相関を有して
いた。以上から，尺度の信頼性が確認されたと考える。
介入行動意図尺度の下位尺度間の関連
　尺度の下位尺度の項目の平均値を比較するために，
平均値と標準偏差を算出した。その結果，援助意図

（M＝2.99, SD＝0.98），傍観意図（M＝2.22, SD＝1.11），非
介入意図（M＝1.93, SD＝1.04），介入意図（M＝2.75, SD＝

0.96）であった。次に，下位尺度間の相関関係を明らか
にするために，相関係数を算出した。その結果，援助
意図は非介入意図と有意な負の相関を，介入意図と有
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意な正の相関を示した。傍観意図は非介入意図と有意
な正の相関を示した。非介入意図は介入意図と有意な
負の相関を示した。
介入行動意図尺度と他尺度との関連
　介入行動意図尺度の収束的妥当性を検討するため，
他尺度との相関係数を算出した（Table 2）。その結果，
援助意図は向社会的目標および向社会的行動と有意な
正の相関，自己指向的反応と有意な負の相関を示した。
傍観意図は被影響性および自己指向的反応と有意な正
の相関を示した。非介入意図は自己指向的反応と有意
な正の相関，向社会的目標および向社会的行動と有意

Table 1  
介入行動意図尺度の因子分析結果と基礎統計量

探索的因子分析 確認的因子分析
h2 Mean SD

F1 F2 F3 F4 F1 F2 F3 F4

〈第 1 因子 援助意図〉
けんかをして苦しんでいる人にやさしく接したいと思
います。  .70  .11 -.02  .07 .71 0.58 3.22 0.89

誰かを呼んでけんかを止めに入りたいと思います。  .69  .07 -.14 -.19 .70 0.46 2.99 0.98
けんかで苦しんでいる人のそばにいてあげます。  .66  .01  .17  .19 .69 0.55 2.82 0.93
けんかで苦しんでいる人を自分の友人グループに入れ
てあげます。  .59 -.15  .17  .06 .68 0.38 2.76 0.96

けんかをしている人に対して声をかけます。  .57 -.15 -.21 -.01 .59 0.75 3.01 0.98
けんかで苦しんでいる人をなぐさめます。  .54 -.09  .02  .09 .58 0.36 3.06 0.95
けんかをやめさせたいと思います。  .53 -.13 -.05  .23 .57 0.50 3.17 0.92
けんかをして苦しんでいる人を助けたいと思います。  .52  .30  .01 -.01 .57 0.40 2.96 1.13
けんかをしている人にだれかといっしょにけんかの理
由を聞きます。  .52  .01  .03  .31 .54 0.52 2.98 0.89

けんかが起きていることを先生や大人に伝えます。  .48 -.14 -.07  .02 .47 0.32 2.95 1.03
〈第 2 因子 傍観意図〉
けんかを止めに入らないほうがいいです。 -.04  .84  .12  .31 .84 0.75 2.14 1.09
けんかが起きていてもかかわらないでおこうと思います。  .18  .68  .18 -.22 .67 0.59 2.35 1.15
けんかを止めに入ることはやろうと思ってもできません。  .26  .53  .17  .20 .54 0.36 2.57 1.08
けんかをやめるように言うことは役に立たないことです。 -.22  .42  .05 -.15 .49 0.46 1.82 0.97

〈第 3 因子 非介入意図〉
けんかをやめるように言わない方がいいと思います。 -.09  .15  .57  .11 .80 0.43 1.81 0.95
けんかを止めに入ろうという気持ちになりません。 -.31  .14  .57  .06 .51 0.62 1.95 1.02
けんかを止めに入ると自分もまきこまれる気がするの
で止めません。  .05  .04  .54 -.28 .51 0.39 2.10 1.03

けんかが起きていても気にしないようにします。 -.15  .04  .53  .03 .49 0.38 1.81 0.93
〈第 4 因子 介入意図〉
けんかをしている人に自分一人でけんかの理由を聞き
ます。  .06  .04 -.06  .66 .67 0.51 2.74 0.92

けんかをしていた人の話を聞いてあげます。  .24  .08 -.05  .51 .59 0.44 3.10 0.91
だれかがけんかをしている最中に自分一人で仲直りに
入ります。  .23 -.14 -.01  .40 .55 0.35 2.43 0.92

因子間相関 F1 F2 F3 F4 F1 F2 F3 F4
F2 -.12 　  .00
F3 -.58***  .39*** -.56 .47
F4  .62*** -.07　　 -.33***  .77 .00 -.39

注）　質問項目には小学 5, 6 年生ではまだ配当されていない漢字があるため，使用にあたっては平仮名表記を併記することが望ましい。
 　質問項目におけるけんかとは，暴力行為を伴わないものであり，授業外の日常生活場面における対立問題であることをフェイス

シート等に示すこと。
***p＜.001

Table 2  
介入行動意図尺度と他尺度との相関

援助意図 傍観意図 非介入意図 介入意図

向社会的目標  .26**　 -.17　　　 -.39***  .02　　　
（128） （128） （128） （128）

被影響性 -.15　　　  .35***  .06　　　 -.17　　　
（128） （128） （128） （128）

自己指向的反応 -.42***  .23**　  .58*** -.39***
（128） （128） （128） （128）

向社会的行動  .28*** -.25　　　 -.42***  .51***
（158） （158） （158） （158）

注）　（　）内はサンプルサイズを示す。
**p＜.01　***p＜.001
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な負の相関を示した。介入意図は自己指向的反応と有
意な負の相関，向社会的行動と有意な正の相関を示し
た。以上から，尺度の妥当性が確認されたと考える。
介入行動意図尺度の学年差と性差
　介入行動意図尺度の学年差および性差を検討するた
めに，2 要因分散分析を行った（Table 3）。その結果，援
助意図では学年に主効果が見られ，小学 6 年生の得点
に比べて小学 5 年生の得点が有意に高かった。傍観意
図では性別と学年に主効果が見られ，男子の得点に比
べて女子の得点が有意に高く，小学 5 年生の得点に比
べて小学 6 年生の得点が有意に高かった。非介入意図
では学年に主効果が見られ，小学 5 年生の得点に比べ
て小学 6 年生の得点が有意に高かった。介入意図にお
ける性別，学年の主効果，さらに援助意図，傍観意図，
非介入意図，介入意図における交互作用については，
いずれも有意とはならなかった。

考　　　察

介入行動意図尺度の作成
　本研究の目的は，小学校高学年を対象とした友人の
対立場面における介入行動意図尺度を作成し，その信
頼性と妥当性を検討することであった。また，介入行
動意図尺度の学年差および性差の量的差異を検討した。
　まず，予備調査により項目の原案が検討された。次
に本調査において探索的因子分析を行った。その結果，
援助意図，傍観意図，非介入意図，介入意図の 4 因子
が妥当であると判断した。また，多母集団同時分析の
結果，各学年，男女とも配置不変モデルならびに測定
不変モデルの適合度指標において，おおむね十分な値
が得られ，各学年，男女ともに同様の因子構造を有し，
その尺度得点を用いて比較することが可能であること

が確認された。下位尺度ごとの α係数を算出したとこ
ろ，ある一定の信頼性を有していることが明らかに
なった。さらに相関係数算出の結果，援助意図は向社
会的目標，向社会的行動と正の相関を，自己指向的反
応と負の相関を有していた。傍観意図は被影響性，自
己指向的反応と正の相関を有していた。非介入意図は
向社会的目標，向社会的行動と負の相関を，自己指向
的反応と正の相関を有していた。介入意図は自己指向
的反応と負の相関を，向社会的行動と正の相関を有し
ていた。これらの結果は，概ね予想されたものであっ
た。以上の結果から，本研究で作成した小学校高学年
における介入行動意図尺度は，一定の妥当性を有する
ものと考えられる。
　この結果に基づいて，介入行動意図尺度の学年差と
性差を検討した結果，学年差では，援助意図において
小学 6 年生の得点よりも小学 5 年生の得点が高いこと
が，傍観意図および非介入意図において小学 5 年生の
得点よりも小学 6 年生の得点が高いことが示された。
従来，わが国においてはいじめ場面における仲裁行動
は学年が上がるとともに減少することが示されている

（森田, 2010）。宮島・内藤（2008）は，学年が上がるとと
もに同調行動が促進されることも指摘しており，これ
らの要因が背景にあると考えられる。また，介入意図
については有意な差が見られなかった。これについて
は今後検討をしていきたい。性差では，傍観意図にお
いて男子より女子の方が高い傾向が見られ，それ以外
の要因では性差が見られなかった。この結果について
は，男子に比べて女子の方が排他性や親密性は高いこ
とや（三島, 2003），男子に比べて女子の方が，仲の良い
友人と話す傾向が高く，友人への同調傾向が強いこと
が影響していると考えられる（吉田・荒田, 1997）。

Table 3  
介入行動意図尺度の性別および学年別の 2 要因分散分析結果

小学 5 年生 小学 6 年生 主効果
交互作用

F/η2男子
n＝51

女子
n＝61

男子
n＝42

女子
n＝48

性別
F/η2

学年
F/η2

援助意図 3.13 3.28 2.66 2.76 2.25 ns/.01 35.59** /.15 0.05 ns/.00（0.83）（0.90） （1.07）（0.99）

傍観意図 1.98 2.14 2.18 2.63 7.85** /.05 10.26** /.04 1.76 ns/.01（1.05）（1.11） （1.11）（1.05）

非介入意図 1.72 1.75 2.07 2.27 1.38 ns/.01 20.79** /.10 0.75 ns/.00（1.09）（0.99） （1.08）（0.98）

介入意図 2.80 2.73 2.67 2.81 0.11 ns/.00  0.06 ns/.00 0.97 ns/.00（0.95）（0.92） （1.06）（0.93）

注）　（　）内は標準偏差を示す。
**p＜.01
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本研究の意義
　本研究の意義として，これまで明らかにされてこな
かった，小学校高学年を対象とした友人の対立場面に
対する介入行動の意図を測定する一定の妥当性と信頼
性を有する尺度を作成したことが挙げられる。今回，
このような尺度が作成されたことによって，より的確
なアセスメントが可能になることから，対立問題を避
けるのではなく，対立の存在を認め，修復的な対話を
通して対立解消を目指すプログラムを開発することが
できる。それにより，対立場面に対して教員も子ども
も，建設的かつ積極的に向き合うことが可能になるで
あろう。対立場面における介入行動に関わる意図が 4
つに分類されることが示されたことも意義として挙げ
られる。これにより個人内の行動のパターンを検討す
ることができる。例えば，介入意図や援助意図を示す
個人と，介入意図や援助意図とともに傍観意図を示す
個人の違いを検討することにより，真に介入行動を遂
行しようという意思を持つ個人と，心理的葛藤を示す
個人の違いを検討することが可能となるであろう。
　また学年差と性差の検討より，介入行動に対する小
学校高学年の意識の実態が明らかとなったことも意義
として挙げられる。学年差では，特に援助意図，傍観
意図，非介入意図において差が見られ，学年の上昇に
伴って介入行動に対して消極的な態度を示していくこ
とが示唆された。これにより教育的支援の必要性を指
摘することができるだろう。また性差では，傍観意図
においてのみ性差が見られた。実際に学校現場におい
て教育的支援を実施する際には，女子の排他性や同調
行動に配慮しながらも，男女とも概ね同様のプログラ
ムを実施できると考えられる。
　加えて収束的妥当性の結果から，対立場面における
介入行動が向社会的行動や向社会的目標と一定の関連
性があることを見出した点が挙げられる。これまで向
社会的行動は社会心理学の文脈で研究が進められてき
たが，対立場面における介入行動について焦点を当て
て研究が行われることはこれまでなかった。今後は向
社会的行動と正の関連がある共感性の研究（Mehrabian 

& Epstein, 1972）の知見を援用しつつ介入行動を検討し
ていくことも可能であろう。
本研究の限界点と今後の課題
　本研究の限界点と今後の課題について三点挙げる。
第一は，作成した介入行動意図尺度についてである。4
つの因子構造の内，非介入意図と介入意図において，
信頼性係数の値が他の得点に比べ若干低いという問題
点がみられた。確認的因子分析の結果の適合度指標に

おいても若干低い数値が見られ，本尺度の妥当性の一
部に疑問が残った。これらのことから，本研究での結
果を重視しながらも，今後も信頼性，妥当性の検討，
さらには介入行動の概念の整理を引き続き行うことが
望ましいだろう。
　第二は，本研究における介入行動の定義である。本
研究では個人間で生じている暴力を伴わない対立問題
に対する介入行動に焦点を当てた。定義として状況を
統制することで介入行動の意図の要因が明らかになっ
たが，実際の子ども同士の対立場面では，複数の対立
当事者や様々な対立問題発生までの過程が考えられる。
今後は本研究で得た知見を生かしつつ，いじめ問題な
どに対する介入行動についての検討を進め，介入行動
に関する研究知見を蓄積していく必要がある。
　第三は，本研究の調査対象についてである。本研究
では小学校高学年を調査対象としたが，学年の上昇に
よって介入行動意図尺度の得点が変化していくことが
明らかとなったことから，今後の展開として中学生，
高校生も対象に入れたより広い年齢層にわたる横断的
研究の実施が求められるであろう。
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Development of an Intervention Behavior Intention Scale:  
Conflicts Among Friends

YASUNARI MATSUYAMA (GRADUATE SCHOOL OF EDUCATION, HIROSHIMA UNIVERSITY; OSAKA NEYAGAWA NISHI ELEMENTARY 

SCHOOL), SHIGETO SANADA (GRADUATE SCHOOL OF EDUCATION, HIROSHIMA UNIVERSITY; OSAKA KASHIMA ELEMENTARY 

SCHOOL) AND SHINJI KURIHARA (GRADUATE SCHOOL OF HUMANITIES AND SOCIAL SCIENCES, HIROSHIMA UNIVERSITY)

JAPANESE JOURNAL OF EDUCATIONAL PSYCHOLOGY, 2021, 69, 1−9

In the present study, a scale was developed to measure "intervention behavior intention", and the reliability and 
validity of the scale were examined.　Fifth and sixth grade pupils (N＝202) completed a questionnaire that assessed 
"intervention behavior intention", prosocial behavior, prosocial goals, self-oriented emotional reactivity, and emotional 
susceptibility.　Exploratory factor analysis and confirmatory factor analysis indicated that the "intervention behavior 
intention" scale was composed of 21 items with a 4-factor model: assistance, bystander, nonintervention, and "inter-
vention intention".　The internal consistency of the scale was examined with Cronbach's α; it had sufficient internal 
consistency and test-retest reliability, and corresponded to external criteria such as previously developed scales.　
The girls' scores on the new scale were higher than the boys' scores.　The discussion dealt with the availability of 
the scale for future research on "intervention behavior" in elementary school pupils.

Key Words: "intervention behavior intention", restorative approaches, conflict situation, scale development, 
elementary school students
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